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本事例における留意点

100％子会社を清算し、残余財産が確定した場合、親会社はその子会社株式に係る清算損を

損金の額に算入することができないが、その子会社の繰越欠損金を引き継ぐこととなる。

事 例

当社は十数年前に100％出資の子会社であるＡ社を設立しましたが、Ａ社は経営状況が悪化

していること、今後も事業好転の見込みがないことから清算することとし、平成23年４月１

日に解散決議をしました。その後、事業用資産の売却等を進め、平成23年９月30日に残余財

産の額が確定しました。

Ａ子会社の貸借対照表に計上されている借入金50,000,000円は当社からのものであり、事

業用資産を売却した結果、現金預金が20,000,000円のみとなったことから、差額の

30,000,000円を当社が債権放棄することとしました。

この場合、法人株主である当社の税務処理はどのようになりますか。

なお、Ａ社の役員及び従業員は当社からの出向者だけであり、出向契約を終了し、当社で勤

務することとしています。

Ａ子会社貸借対照表（平成23年９月30日)

現金預金 20,000,000 借入金 50,000,000

資本金 100,000,000

未処分利益 △130,000,000

※ 青色欠損金は70,000,000円です。
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【当社の会計処理】

未収金 20,000,000円 ／ 貸付金 50,000,000円

貸倒損失 30,000,000円 ／

子会社清算損 100,000,000円 ／ 子会社株式 100,000,000円

本事例における法令等の検討

１ 平成22年度税制改正

平成22年度税制改正において、法人が

清算した場合の課税関係につき、大幅な改

正が行われました。具体的には、平成22

年10月１日以後の解散には、現在の財産

法による課税に代わり、損益法による課税

が適用されることになりました。また、完

全支配関係がある子法人が解散した場合の

親法人における清算損の計上が廃止され、

その代わりに清算子法人の繰越欠損金が引

き継がれることになりました。

２ 清算法人の取扱い

平成22年度税制改正前は、内国法人が

解散した場合には、その解散後の課税は財

産法となり、残余財産の価額からその解散

の時における資本金等の額と利益積立金額

等との合計額を控除した金額に対して課税

が行われていました（旧法法92、93)。

一方、平成22年度税制改正後は、解散

後においても通常の所得計算と同様の損益

法により課税が行われることになりました

（下記図表参照)。損益法による課税を行う

場合、例えば、債務超過会社が清算時に債

権放棄を受けるケースでは債務免除益が発

生することになりますが、この債務免除益

が繰越欠損金を超える場合には、その超え

る部分に対して課税が発生することになり

ます。このように債務超過であるにも関わ

らず、債務免除益に課税されるようなケー

スが生じることが想定されることから、こ

れを防ぐため、残余財産がない（資産≦負

債）と見込まれるときは、いわゆる期限切

れ欠損金額が復活し、繰越欠損金を控除し

た所得金額を限度として損金算入すること

が認められます（法法59③)。

(図表)
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また、清算時の残余財産の分配を金銭以

外の資産として交付する（以下、「現物分

配」といいます。）場合において、当該現

物分配は適格現物分配（完全支配関係があ

る内国法人の間で行われるもの）に該当す

るため、親法人（被現物分配法人）に移転

する資産はその適格現物分配直前の簿価に

より譲渡をしたものとして取り扱われます

（法法62の５③)。なお、適格現物分配に

ついては、源泉税は課されないため、源泉

徴収を行う必要はありません（所法24①)。

３ 清算法人の株主の取扱い

平成22年度税制改正前は、清算法人の

法人株主が清算法人から解散による残余財

産の分配を受けた場合には、その分配を受

けた金銭等の額がその清算法人の資本金等

の額のうちその交付の起因となった株式に

対応する部分の金額を超えるときは、その

超える部分の金額がみなし配当として認識

され（旧法法24①三）、受取配当等の益金

不算入の規定により、一定の金額は益金不

算入とされていました（旧法法23)。また、

その交付を受けた金銭等の額からみなし配

当の額を控除した金額を、その清算法人株

式の譲渡対価として、株式の簿価との差額

を譲渡損益として認識していました（旧法

法61の２①)。

平成22年度税制改正後においても同様

の方法によりみなし配当を計算することに

なり、そのみなし配当は完全子法人株式か

らの配当として、その全額が益金不算入に

なります（法法23、24、法令22の２①)。

一方、清算法人株式の譲渡損益については、

その清算法人株式を簿価で譲渡したものと

して、譲渡損益（清算損）を認識しないこ

とになります（法法61の２ )。

また、交付を受けた金銭等の額からみな

し配当の金額及びその譲渡原価に相当する

金額を減算した金額については、法人株主

の資本金等の額に加算又は減算することに

なります（法令８①十九)。

このように、税制改正後は完全支配関係

がある子法人の清算損を認識することがで

きなくなりましたが、その代わりとして、

清算する子法人の残余財産の額が確定した

場合において、その子法人に繰越欠損金額

があるときは、その繰越欠損金額をその親

法人で引き継げるようになりました（法法

57②)。なお、子法人の清算に伴う繰越欠

損金の引継ぎについては一定の引継制限

（５年超の支配関係）があるため留意する

必要があります（法法57③)。

なお、清算する子法人から残余財産を現

物分配として受ける場合には、適格現物分

配に該当し、その現物分配に係る収益は益

金の額に算入されず、簿価により取得する

ことになります（法法62の５④⑥、法令

123の６)。適格現物分配についても、被

現物分配法人において欠損金の利用制限

（法法57④）や特定資産譲渡等損失の損金

不算入の規定（法法62の７①）の適用が

あるため留意する必要があります。

上記の清算課税の改正は、平成22年10

月１日以後に解散決議した場合について適

用され、平成22年９月30日以前に解散し

た場合には、従前の取扱いを受けることに

なります（平成22年度改正法附則10①②、

21、平成22年度改正法令附則13②)。こ

のように解散した場合の課税関係が平成

22年10月１日を起点として変わり、解散

が改正前か改正後かによって、課税関係が

異なるため留意する必要があります。
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本事例における取扱いの検討

１ Ａ社の繰越欠損金の引継ぎ

Ａ社の解散決議は平成23年４月１日で

あることから、平成22年度税制改正後の

法令の適用となります。

そして、Ａ社は債務超過会社であり、債

権者である貴社から債権放棄を受けること

から、債務免除益30,000,000円が発生す

ることになりますが、繰越欠損金が

70,000,000円あるため、課税所得が生じ

ることはありません。

また、清算する子法人であるＡ社の残余

財産の額が確定したことから、Ａ社の繰越

欠損金額 40,000,000円（繰越欠 損 金

70,000,000円から債務免除益30,000,000

円を控除した残額）を貴社で引き継げるこ

ととなります。

なお、Ａ社は設立以来貴社の100％子会

社とのことであり、欠損金の引継制限には

該当しません。

２ 子会社株式の清算損相当額

清算法人株式の譲渡損益については、そ

の清算法人株式を簿価で譲渡したものとし

て、譲渡損益（清算損）を認識しないこと

になり、交付を受けた金銭等の額からみな

し配当の金額及びその譲渡原価に相当する

金額を減算した金額については、法人株主

の資本金等の額に加算又は減算することに

なります。

Ａ社は債務超過であり、株主である貴社

が交付を受けた金銭等の額はなく、みなし

配当の金額も生じません。

したがって、０円―０円―100,000,000

円＝△100,000,000円は、子会社清算損と

して損金の額に算入することはできず、貴

社の資本金等の額から100,000,000円を減

算することになります。

（貴社）

【会計処理】

未収金 20,000,000円 ／ 貸付金 50,000,000円

貸倒損失 30,000,000円 ／

子会社清算損 100,000,000円 ／ 子会社株式 100,000,000円

【税務処理】

未収金 20,000,000円 ／ 貸付金 50,000,000円

貸倒損失 30,000,000円 ／

資本金等の額 100,000,000円 ／ 子会社株式 100,000,000円

【税務修正】

資本金等の額 100,000,000円 ／ 子会社清算損 100,000,000円

Ⅱ
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貴社の申告調整>

【別表４】

【別表５⑴】
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参 考>

参考までに、Ａ社が債務超過でないため債務免除益の発生しない場合の取扱いを記載してお

きます。

Ａ子会社貸借対照表（平成23年９月30日)

現金預金 20,000,000 借入金 10,000,000

資本金 100,000,000

未処分利益 △90,000,000

※ 青色欠損金は70,000,000円です。

【貴社の会計処理】

未収金 10,000,000円 ／ 貸付金 10,000,000円

子会社清算損 90,000,000円 ／ 子会社株式 100,000,000円

未収金 10,000,000円 ／

○ 貴社の取扱い

⑴ Ａ社の繰越欠損金の引継ぎ

Ａ社は債務超過会社でありませんが、残余財産の額が確定したことから、Ａ社の繰越欠

損金額70,000,000円を貴社で引き継げることとなります。

⑵ 子会社株式の清算損相当額

清算法人株式の譲渡損益については、その清算法人株式を簿価で譲渡したものとして、

譲渡損益（清算損）を認識しないことになり、交付を受けた金銭等の額からみなし配当の

金額及びその譲渡原価に相当する金額を減算した金額については、法人株主の資本金等の

額に加算又は減算することになります。

株主である貴社が交付を受ける金銭等の額は10,000,000円であり、みなし配当の金額

は生じないことから、10,000,000円―０円―100,000,000円＝△90,000,000円は子会社

清算損として損金の額に算入することはできず、貴社の資本金等の額から90,000,000円

を減算することになります。
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（貴社）

【会計処理】

未収金 10,000,000円 ／ 貸付金 10,000,000円

子会社清算損 90,000,000円 ／ 子会社株式 100,000,000円

未収金 10,000,000円 ／

【税務処理】

未収金 10,000,000円 ／ 貸付金 10,000,000円

資本金等の額 90,000,000円 ／ 子会社株式 100,000,000円

未収金 10,000,000円 ／

【税務修正】

資本金等の額 90,000,000円 ／ 子会社清算損 90,000,000円

貴社の申告調整>

【別表４】
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【別表５⑴】

(了)

プリザベーション・

クローズ（Preser-

vation clause）

条約と国内法で異なる定

めがあり、国内法の規定を用いた方が納税者に有

利ならば、条約の規定に拘束されないとする規定

をいう。これは租税条約に関する国際的に認めら

れたルールの一つである。プリザーブとは、納税

者の権利を保護することである。

当該ルールは、例えば、日米租税条約第４条第

２項に以下のように明文化されている。

この条約の規定は、次のものによって現在又

は将来認められる非課税、免税、所得控除その他

の租税の減免をいかなる対応においても制限する

ものと解してはならない。

⒜一方の締結国が課する租税の額を決定するにあ

たって適用される当該一方の締結国の法令、⒝両

締結国の間の他の協定。」
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